
 

   条例案に対する意見の専決処理に関し承認を求めることについて 

 

  平成28年12月21日提出  岩手県人事委員会 事務局長  佐藤 新 

 

１ 趣旨 

  平成28年12月岩手県議会定例会に提出された次に掲げる条例案について、岩

手県議会から地方公務員法第５条第２項の規定に基づき意見を求められ、岩手

県人事委員会事務局代決専決規程（昭和41年岩手県人事委員会訓令第１号）第

５条の２第１項の規定に基づき、別紙のとおり専決処理したので、同条第２項

の規定により報告し、承認を求めるものである。 

 

２ 意見を求められた条例案 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（議案第 28 号） 
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専 決 処 理 書 

 

  岩手県議会から地方公務員法第５条第２項の規定に基づき求められた、

平成28年12月岩手県議会定例会に提出される職員の育児休業等に関する

条例の一部を改正する条例案に対する意見について、岩手県人事委員会事

務局代決専決規程（昭和41年岩手県人事委員会訓令第１号）第５条の２第

１項の規定に基づき、専決処理する。 

 

平成 28 年 12 月 14 日 

岩手県人事委員会事務局長 佐藤 新 
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条例案に対する意見について 

 

１ 検討の趣旨                                  

平成28年12月県議会に追加提案される職員に関する条例案について、県議会から地方公務員法第５条

第２項に基づき意見を求められたことから、検討を行うものであること。 

 〔 議会日程 〕 

 ・ 12月７日 招集日 

・ 12月13日 意見照会（回答期限12月14日） 

 ・ 12月16日 常任委員会  

 ・ 12月20日 本会議採決  

 

２ 提出される条例案の内容等                                

 (１) 提出される条例案（追加） 

 議案第28号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例  

 

 (２) 改正の趣旨 

    国家公務員の育児休業等に関する法律の一部改正の例に準じて、育児休業をすることができる非

常勤職員の範囲を拡大し、及び地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い育児休業の

対象となる子の範囲を拡大するとともに、併せて所要の整備をしようとするものである。 

 

 (３) 改正内容 

   ア 育児休業をすることができる非常勤職員の要件緩和（第２条関係） 

     国家公務員の例に準じて、育児休業をすることができる非常勤職員の要件を緩和すること。 

① 引き続き在職した期間が１年以上  ① 同左 

② 養育する子が１歳に達する日を超えて引き続

き在職することが見込まれる者（当該子の１歳

到達日から１年を経過する日までの間に、その

任期が満了し、かつ、当該任期が更新されない

こと及び引き続き採用されないことが明らかで

ある者を除く。） 

② 養育する子が１歳６か月に達する日ま

でに任期が満了すること又は引き続き採

用されないことが明らかでない者 

 

 

 

③ 勤務日の日数を考慮して人事委員会が定める

者（１週間の勤務日数が３日以上又は１年間の

勤務日数が 121 日以上） 

③ 同左 

   イ 子の範囲の拡大（第２条の２関係） 

     育児休業の対象となる子の範囲について、法律上の子（実子及び養子）に加え、特別養子縁組

を成立させるために職員が監護している者及び養子縁組によって養親となることを希望している

者等、法律上の親子関係に準ずる関係にあるものを含めるもの。 

   ウ 育児休業・育児短時間勤務の再取得（第２条の４、第 11条関係） 

     育児休業及び育児短時間勤務の再取得ができる「特別の事情がある場合」に、「育児休業の承認

が（次の子に係る育児休業の取得により）取り消された後、当該子に係る特別養子縁組に係る家

事審判事件について特別養子縁組が成立せずに終了した場合又は養子縁組が成立せずに里親委託

が解除された場合」を追加すること。 
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〔特別の事情がある場合〕 

① 育児休業中の職員が次の子の産前休業を始め、又は出産したことにより、育児休業の承認が効力を失い、

又は取り消された後、次の子が死亡し、又は養子縁組等により職員と別居することとなったこと 

② 育児休業の承認が、育児休業中の職員が休職又は停職の処分を受けることにより、効力を失った後、休

職又は停職の処分の期間が終了したこと 

③ 育児休業の承認が、疾病等により職員が当該子を養育できない状態と見込まれ取り消された後、当該職

員が養育できる状態に回復したこと 

④ 育児休業の終了後、３月を経過したこと（育児休業の請求の際に育児休業の計画を申し出ている場合に

限る） 

⑤ 配偶者の入院等により、職員が育児休業をしなければ子の養育に著しい支障が生じることとなったこと 

⑥ 保育園等への入所がかなわない場合 

⑦ 非常勤職員が、任期の更新に伴って再取得しようとする場合 

 (４) 施行期日（附則関係） 

    平成 29 年１月１日（附則第１項関係） 

   ※ 「養子縁組里親」の名称改正は、改正児童福祉法の施行日に合せて平成 29 年４月１日 

 

３ 人事委員会報告及び勧告との関係                               

 

人事委員会報告及び勧告の内容 条例改正の内容 

任命権者においては、今後、育児休業等に係る子の範囲の拡大、介護休暇の分

割、介護時間の新設等の育児・介護に関する国の法令改正の動向を踏まえ、適切

に対応するとともに、全ての職員が安心して働き続けることができるよう、休暇

制度の拡充や職場の支援体制の構築について検討を行うことが必要と考える。 

完全実施 

 

４ 条例案意見（事務局案） 

  適当なものと認められる。 

  【理由】 

   人事委員会報告における言及のとおり、人事院勧告の内容を踏まえて国が改正した国家公務員の育

児休業等に関する法律及び地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い改正されるもので

あり、適当と認められること。 

 

 【参考】 

 

 

○地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号） 

（人事委員会及び公平委員会並びに職員に関する条例の制定）  

第五条 地方公共団体は、法律に特別の定がある場合を除く外、この法律に定める根本基準に従い、

条例で、人事委員会又は公平委員会の設置、職員に適用される基準の実施その他職員に関する事項

について必要な規定を定めるものとする。但し、その条例は、この法律の精神に反するものであつ

てはならない。  

２ 第七条第一項又は第二項の規定により人事委員会を置く地方公共団体においては、前項の条例を

制定し、又は改廃しようとするときは、当該地方公共団体の議会において、人事委員会の意見を聞

かなければならない。 
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